
防災の現状
　2015年に第3回国連防災世界会議で仙台防災枠組
が採択された。これは2030年までに達成するべき
災害リスク低減のための地球規模の取り組みであり，
東日本大震災の経験と教訓を踏まえて設定されたも
のである。心理学の研究者として私が着目するのは，
防災・減災に及ぼす多様なステークホルダーが主体
的に役割をもつことが重視されている点である。仙
台防災枠組でも，国が防災についての最も重要な責
任を負うとしつつ，多様な立場の個人がそれぞれ防
災に参加することが望まれている。このことは，日
本では「公助だけでなく自助・共助へ」と表現され
ることもある。一方で，日本の個人防災は不十分な
水準であることも示されている 1。
　緊急時の避難行動における自助の有効性を示すも
のに，東日本大震災での「釡石の奇跡」がある。片
田敏孝研究室（当時群馬大学）が岩手県釡石市で長
期にわたって防災教育を実施してきたことにより，
津波発生時に小中学生が率先避難し，多くのケース
で命を守ることができたものである。
　「釡石の奇跡」の心理学的な教訓は，避難の際に自
分の命を最優先に考えて行動することが，結果とし
て家族や大事な人を守ることにつながるという信念
を共同体が共有できたことである（「津波てんでん
こ」）。このことは，緊急時にとるべき行動について
の社会規範が形成されたと解釈できる。

防災政策とナッジ
　健康リスクや環境リスクなど，広く防護行動に社
会規範の影響を取り入れたモデルは，社会心理学で

はこれまでも提唱されていた 2, 3。そして，防災行動
に対しても，社会規範を応用しようという取り組み
がみられることになった。近年では，大竹ら 4が，災
害時に避難を呼びかけるメッセージとして「まわり
の人が避難」しており，「あなたが避難しないと人の
命を危険に晒すことになります。」という表現が避
難意思の形成に効果的であったことを報告している。
私もまた，緊急時の避難ではなく平時の防災行動と
しての防災用非常食の備蓄行動に対して，社会規範
が有効であったことも確かめている5。
　ハードな制度変更（法律や税制の変更）ではなく，
人間の意思決定や行動の特性にはたらきかけるソフト
な介入によって，社会をより望ましい方向に変容させよ
うとする仕組みのことをナッジ（nudge）とよび，社会
規範を用いたナッジは多くの研究領域（健康・気候変
動・防災・防犯など）でその有効性が示されてきてい
る6。そのため，諸外国にとどまらず日本でもナッジを
政策に取り入れようとする動きが広まっている。

防災ナッジの課題
　しかし，ナッジの手法には倫理的な問題がありう
る。ナッジの哲学的な基盤は，強制を排して市民の
自由な意思決定を尊重するリベラリズムと，望まし
い帰結に政府が誘導することを認めるパターナリズ
ムを折衷したところにある。しかし，この折衷は簡
単なものではなく，防災におけるナッジの安易な導
入に対する課題もまた指摘されている 7。
　さらに，私には社会規範を応用したナッジによっ
て行動変容が生じるとしても，果たしてそれは行動
変容を促す側が意図したような帰結につながるのだ
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ろうか，という問題意識があった。社会規範を応用
したナッジの有効性の限界に着目した一連の研究を
実施したので，その結果について報告する。

記述的規範が逆効果になるとき
　私が研究で取り上げた社会規範は記述的規範であ
る。チャルディーニ 8による整理では，社会規範は
「多くの他者が実際にそのように振る舞っている」
という事実にもとづく記述的規範と，「多くの他者
がそのように振る舞うべきだと信じている」ことに
もとづく命令的規範に分類できる。本研究では，「実
際に多くの他者が防災行動をとっている（あるいは
とっていない）」という情報を提示することで記述
的規範の影響を検証する研究を行った。
　記述的規範を提示し，「多数の他者が望ましい行
動をとっているから，あなたもその望ましい行動を
とったらどうですか？」と行動変容を促すナッジは，
実際に有効に機能することがわかっている。しかし，
いくつかのフィールド研究では，記述的規範の提示
が望ましい行動をかえって抑制してしまう危険性が
あることが指摘されていた9。
　本研究は，実験的手法を用いてその逆効果が生じる
メカニズムを検証することを目的とした。私が着目し
たのは，記述的規範の源である他者の動向の情報は，
潜在的に2種類の意味合いに解釈されうることである。
「多くの他者が（望ましい）行動をとっている」という
情報は，「ある（望ましい）行動をとっていない人が少
しはいる」ことを同時に意味する。望ましい行動をとっ
ていない人が存在する，ということは，行動しない理由
になりうる。そのため，多数派に従うような行動変容を
期待して多数派の動向を提示したとしても，一部の天
邪鬼な受け手にとって，それは行動を抑制する情報とし
てはたらく可能性があると考えられる。
　本研究が着目した「天邪鬼さ」をもたらす境界条
件は態度であった。情報の受け手が，推奨される防
災行動に対して否定的な態度をもっている場合，多
数派の動向は行動しない理由として選択的に解釈さ
れる危険性をもつと想定される。あるおもちゃを買
い与えたくない親が，子どもから「みんなが持って
いるから買ってくれ」と言われた場合，「みんなって
誰!?　全員が持っているわけじゃない」と言い返す
場面を想定してほしい。「おもちゃを買う」ことに

否定的な態度を持っている親は，子どもが提示した
「みんなが持っている」という情報を，「持っていな
い人も少しはいる」と選択的に解釈したわけである。

実験の概要
　本研究は，アメリカ在住の参加者をクラウドソー
シングサイトで募集して実施したオンライン実験，
日本在住の参加者を調査会社が保有するパネルから
募集して実施したオンライン実験，上記と同様の参
加者を集めて実施した追試からなる 10, 11。
　いずれの実験でも，従属変数として測定したのはオ
ンライン実験中に防災にまつわるリーフレットを自発的
に閲覧するかどうかであり，これを防災に関する行動指
標とみなした。また，実験要因として操作したのは記
述的規範であり，「同じ実験中に他の多数の参加者が
防災リーフレットを閲覧している」という情報を提示す
る場合を記述的規範あり条件，この情報を提示しない
場合を記述的規範なし条件とした。実験で用いた記
述的規範を示す画像を図1に示す。防災への態度はリ
ッカート尺度を用いて測定した（防災について「関心
がある」「知ることを習慣にしたい」など）。
　本研究の仮説は，「記述的規範が行動に及ぼす影
響は態度によって調整される」というものであった。
この調整効果は，態度が肯定的である場合に記述的
規範は行動を促進し，態度が否定的である場合には
記述的規範が行動を促進する効果が弱まるという方
向性ではたらくと予測した。

実験1（アメリカ）
　アメリカ在住の参加者262名をクラウドソーシン
グサイトで募集して実施した実験1では，仮説は支
持されなかった。記述的規範を提示した場合に，提
示しなかった場合に比べてリーフレットの閲覧が増
えたものの，態度による調整効果はみられず，記述
的規範が提示された場合，提示されなかった場合に
比べて一貫して行動が促進されていた（図2 A）。

実験2（日本）
　実験1と同様の実験を，日本在住者329名を対象
として実験を実施した。実験2では，仮説通りの記
述的規範と態度の交互作用が観察された。態度は記
述的規範の効果に関する境界条件として機能すると
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図１　記述的規範の提示方法

図２　態度の高低と記述的規範の影響の関係
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いう知見が得られた。さらに，この交互作用効果に
ついて詳しく分析すると，態度は記述的規範の効果
を弱めるだけでなく，「天邪鬼さ」を引き起こす可能
性があることも示された。図2Bの左端の2本の棒
グラフは，最も防災への態度が否定的であった参加
者が防災用のリーフレットを閲覧した割合を示して
いる。態度が否定的な参加者に記述的規範を提示し
た場合は，提示しなかった場合に比べて，リーフレ
ットを閲覧した割合が低くなってしまっている。
　態度と記述的規範の交互作用効果について単純傾
斜分析を行い，さらに得られたオッズ比をリスク比
に変換すると以下のようなことがわかった。態度が
平均よりも1標準偏差否定的である参加者に対して
記述的規範を提示した場合，リーフレットの閲覧が
生じる確率が0.84倍に減ると推定された。一方，態
度が1標準偏差肯定的である場合には行動が生じる
確率が1.14倍に増えると推定された。

実験3（日本）
　実験2と同一のサンプルプールを用い，複数種類
の防災行動についてのリーフレットを閲覧するかど
うかという文脈で追試を実施した。実験3でも記述
的規範と態度の交互作用効果がみられ，ここでも態
度が否定的である場合に行動が抑制するという負の
効果がみられた。
　一連の実験では，アメリカの参加者には「天邪鬼
さ」がみられず，日本の参加者には「天邪鬼さ」がみ
られた。アメリカの参加者は態度に関わらず，素直
に多数派に同調し，日本の参加者は多数派の動向に
素直には従わず，態度にもとづいて多数派に従うか
どうかを決定しているようにみえる。「日本人は同
調しやすい」というステレオタイプからみると，こ
の結果はやや意外に思えるかもしれない。本研究で
は文化の影響を全く想定していなかったため，これ
らの結果が日本とアメリカの文化の違いを反映した
ものであるかに言及できない。ただし，ステレオタ
イプに反して，東アジア人のほうが社会規範に対し

て複雑な反応を示し，それが東アジア人は社会規範
を一度内面化するからだ，という知見が存在する 12。

ナッジをどう使うか
　記述的規範を含む社会規範がさまざまな領域で向
社会的な行動を促進するのに有効であることは繰り
返し示されてきており，社会科学者の間では，社会
規範を解決策として用いることの有望さについての
意見の一致がみられている 13。しかし，社会規範の
効果や影響過程はそれほど単純なものではないのか
もしれない。社会規範が行動変容を促すという仕組
みがかなり複雑な現象なのだとしたら，その帰結を
制御することが難しいことを覚悟しなくてはいけな
いし，結果の予見可能性が低いことも認めるべきだ
ろう。ナッジに社会規範を応用するのであれば，狙
った行動をより高い精度で引き起こすことができる
ような技術の開発を進めるとともに，このような行
動変容の技術を社会的に実装することの是非につい
ての社会的な合意形成が必要になると考えられる。
　サンスティーンは，ナッジの利用が正当化される
4つの基準を整理している 14。その第一が厚生であり，
行動変容の結果がナッジの受け手のためになること
が保証されている必要がある。私の一連の研究は，
不十分な水準の防災行動を促進することを意図した
ナッジが，逆に行動を抑制するという帰結に至る可
能性を示している。多くの場面でナッジによる行動
変容が有効である証拠が蓄積されてきたことで，行
政はナッジの活用に前向きな現状にある。しかし，
ナッジが受け手の厚生を高めないとしたら，ナッジ
の導入を拙速に進めることには問題がある。ナッジ
の有効性や行動変容のプロセスについての十分な知
見を積み重ね，ナッジを制御できる技術を開発する
ことを目指して今後も研究に取り組んでいきたい。
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